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アットホーム株式会社と当社で共同開発・提供している「マンション賃料インデックス」によれば、2023Q1の賃料

指数（連鎖型：総合）は、東京 23区で前年同期比+1.78%pt（2019年同期比+4.84%pt）、大阪市で前年同期比

+1.82%pt（2019年同期比+5.48%pt）と上昇している。中でも、面積の大きいファミリータイプの賃料指数が、東京 23

区で+5.04%pt、大阪で+12.06%pt と大幅に上昇している。 

このように、多くのエリアでファミリータイプの賃料が上昇している。主な要因は、コロナ禍によるテレワーク

や在宅時間の増加と考えられるが、これら以外にも複数の要因が存在している（図表１）。本レポートでは、こ

れらの要因を整理した上で、賃貸マンションの供給のあり方について考察している。 

 

 

出所）三井住友トラスト基礎研究所作成 

 

まず、上図のうち、直接的に賃料上昇に影響を与える空室率の動向を確認する。J-REIT保有物件の空室

率は、コロナ禍以降、東京 23区・大阪市ともにファミリータイプが全タイプの中で最も低い。特に大阪市では

2021年以降、他のタイプの空室率が４％程度の中、ファミリータイプは２％を下回っている。広さを求める旺

盛な需要に対してファミリータイプの供給ストックが少ない状況にある。 

これについて、総務省「住宅・土地統計調査（2018年）」で、賃貸マンションの住戸面積別の供給ストック割

合を見ると、大阪市や東京 23区は、50㎡以上の割合が少ない（図表２）。一方、さいたま市・千葉市・横浜市

は、50㎡以上の割合が高い。これらのエリアは、都内通勤者のベッドタウンとしての機能が強く、核家族（夫

図表１．ファミリータイプの賃料上昇の要因 
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婦のみ、夫婦と子から成る世帯等）が多い。これまでは、このような都市による世帯構成の違いに合わせて、

首都圏中心部では単身者向けの供給が、首都圏郊外部では核家族世帯向けの供給が多く行われ、それが

現在の供給ストック割合に表れている。 

 

出所）総務省「住宅・土地統計調査（2018年）」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 

 

需要面では、分譲マンションの発売価格高騰による買い控えが影響しているとみられる。2022年の分譲マ

ンション発売価格は、2019年比で東京 23区+13％、大阪市+27%の上昇、かつ供給量は過去よりも少なく、購

入可能な層は限定的となっている。このため、分譲マンションの購入を検討していた層が賃貸に留まってお

り、これがファミリータイプの賃貸需要の増加に繋がっているとみられる。収入面でも夫婦の共働き世帯が増

加し、賃料負担力は高まっているため、過去よりもファミリータイプの比較的高い賃料を支払える世帯は多い

と考えられる。 

そのほか、資産保有や投資を目的とした分譲マンションの購入者が増加しており、この分譲マンションが賃

貸されていることの影響も無視できない。賃貸マンションよりも専用部の仕様や共用部のサービスの水準が高

い分譲賃貸は、ファミリータイプの賃料を押し上げている。 

このようにファミリータイプの需給動向を見ていくと、過去とは異なる要因が存在しており、ファミリータイプの

賃料坪単価がシングルタイプを上回るエリアも増えてきている。これまで同様に投資効率や需要量を重視し

て供給を行う場合は、供給のあり方を見直す局面といえる。 
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図表２．住戸面積別の賃貸マンション供給ストック割合 
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